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豪ドル・コース

（愛称：豪ドルポケット）

管理会社
UBSマネジメント（ケイマン）リミテッド
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受益者のみなさまへ

　毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申し上
げます。
　さて、豪ドル建て短期債券ファンドは、2025年
８月29日に償還されました。
　ここに、運用状況と償還内容をご報告申し上げ
ます。
　今後とも一層のお引立てを賜りますよう、お願
い申し上げます。

償還運用報告書（全体版）

ファンドの仕組みは、以下のとおりです。

ファンド形態 ケイマン籍オープン・エンド契約型外国投資信託／
追加型

信 託 期 間

繰 上 償 還

運 用 方 針

主要投資対象

ファンドの
運 用 方 法

主な投資制限

分 配 方 針 原則として分配は行いませんでした。

豪ドル建ての優良な固定利付債券および変動利付債券等
に投資することにより、高い流動性を保ちつつ、収益を
確保することを目指しました。

・優良な固定利付債券および変動利付債券等に投資しま
した。
債券は長期格付けで投資適格相当以上、短期金融商品
は短期格付でS&PでA-2以上、Moody’sでP-2以上、お
よびFitchでF2以上のうちの一つが付与されている投
資対象に対してのみ、投資が行われました。
・原則として、ポートフォリオの修正デュレーションは
１年以内としました。
・豪ドル建ての投資対象に投資を行いました。

2020年９月24日（運用開始日）から2025年８月31日
以下の事由のいずれかが発生した場合、ファンドは終了
することがあります。
１．ファンドの継続もしくはファンドの他の法域への移
動が違法となった、または受託会社もしくは管理会
社の意見において、実行不可能、不適当もしくはフ
ァンドの受益者の利益に反する場合

２．ファンド受益者がファンド決議で終了を決定した場
合

３．基本信託証書の締結日に開始し当該日付の150年後
に終了する期間が終了した場合

４．受託会社が退任の意向を書面で通知した、または受
託会社が強制的もしくは自主的に清算することにな
った際に、管理会社がかかる通知もしくは清算後90
暦日以内に受託会社の後任を任命できないもしくは
受託会社の後任として就任する準備のできている他
の企業の任命を確保できない場合

５．管理会社が退任の意向を書面で通知した、または管
理会社が強制的もしくは自主的に清算することにな
った際に、受託会社がかかる通知もしくは清算の開
始後90暦日以内に管理会社の後任を任命できないも
しくは管理会社の後任として就任する準備のできて
いる他の企業の任命を確保できない場合

６．ファンドに関係する補足信託証書または附属書類で
予期される日付が到来したまたは状況が生じた場合

また、以下の強制買戻事由が発生した場合、各受益証券
は、強制的に買い戻されます。
（ⅰ）いずれかの評価日＊の豪ドル・コースの受益証券

に帰属する純資産総額が、1,000,000豪ドルまたは
それ以下であり、その評価日またはそれ以後に管
理会社が全ての受益証券は全ての受益者に通知を
行うことで強制的に買戻しを行うべきと決定した
場合

（ⅱ）受託会社および管理会社が、全ての受益証券は強
制的に買戻しを行うべきと同意した場合

＊「評価日」とは、ファンド営業日および／またはファ
ンドについて管理会社が随時決定するその他の日をい
います。

豪ドル建ての固定利付債券、変動利付債券、短期金融商
品、および現金（豪ドル）

・借入れは、原則として、借入金の残高の総額がファン
ドの純資産総額の10%を超えない場合に限り、行うこ
とができました。
・いかなる株式にも投資を行いませんでした。



■設定以来の 1口当たり純資産価格等の推移について（2020年９月24日から2025年８月31日まで）

1. 設定以来の運用経過（2020年９月24日から2025年８月31日）

■１口当たり純資産価格（基準価額）の主な変動要因

 Ⅰ Ⅰ 設定以来の運用の経過および運用状況の推移等
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（注１）騰落率は、税引前の分配金を分配時に再投資したものとみなして計算しています。ただし、ファンドは、原則として分配を行わない予定で
あり、これまで分配金の支払実績はないため、分配金再投資１口当たり純資産価格は受益証券の１口当たり純資産価格と等しくなります。
また、第５期の騰落率は、受益証券の償還日（2025年８月29日）の１口当たり純資産価格に基づき算出した数値を記載しております。以下
同じです。

（注２）第５期末の純資産総額および１口当たり純資産価格は、受益証券の償還日（2025年８月29日）の数値を記載しており、財務書類の数値とは
異なっています。以下同じです。

（注３）ファンドの購入価額により課税条件は異なりますので、お客様の損益の状況を示すものではありません。
（注４）ファンドにベンチマークは設定されていません。

１口当たり純資産価格 騰落率（％）
0.4
－1.6
3.2
4.3
3.3

第１期末
第２期末
第３期末
第４期末
第５期末

1.0043豪ドル
0.9883豪ドル
1.0195豪ドル
1.0634豪ドル
1.0983豪ドル

設定日（2020年９月24日）～第４期（2024年８月31日）
　豪ドル建て債券からの利息収入および債券価格の上昇が１口当たり純資産価格の値上がりに寄与しました。
　この結果、設定日から第４期末の１口当たり純資産価格は値上がりしました。

第５期（2024年９月１日～2025年８月31日）
　豪ドル建て債券からの利息収入および債券価格の上昇が１口当たり純資産価格の値上がりに寄与しました。
　この結果、今期の１口当たり純資産価格は値上がりしました。
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■分配金について

　該当事項はありません。

■投資環境について

　第１期（2020年９月24日～2021年８月31日）
　豪州債券市場では、短期豪ドル建て社債の金利は低下しました。
　豪州国債金利は低下しました。ＲＢＡ（豪州準備銀行）が追加利下げを実施し、またその後も相当期間にわたって緩和
的な金融政策を維持すると見込まれたことなどが、豪州国債金利の低下要因となりました。米国金利の上昇などを受けて
一時的に豪州金利が上昇する場面も見られたものの、豪州金利は概して低位での推移となりました。こういった環境下
で、短期豪ドル建て社債のスプレッド（豪州国債との利回り格差）は縮小しました。

　第２期（2021年９月１日～2022年８月31日）
　豪州債券市場では、短期豪ドル建て社債の金利は上昇しました。
　豪州国債金利は上昇しました。ＲＢＡ（豪州準備銀行）が2021年11月に、2024年４月償還国債の利回りを0. 1％に維持
するイールドカーブ・コントロール政策の終了を決定したことなどから、豪州国債金利は上昇しました。その後もエネル
ギー価格の上昇などを背景に世界的に物価上昇圧力が強まる中で、ＲＢＡを含む先進国・地域の中央銀行が利上げを実施
しました。その結果、豪州国債金利の上昇傾向は継続しました。こういった環境下で、短期豪ドル建て社債のスプレッド
（豪州国債との利回り格差）は拡大しました。

　第３期（2022年９月１日～2023年８月31日）
　豪州債券市場では、短期豪ドル建て社債の金利は上昇しました。
　世界的にインフレ率が加速する中で、RBA（豪州準備銀行）を含む先進国・地域の中央銀行が利上げを実施したこと
などから、豪州国債金利は上昇しました。短期豪ドル建て社債のスプレッド（豪州国債との利回り格差）は縮小しまし
た。

　第４期（2023年９月１日～2024年８月31日）
　豪州債券市場では、短期豪ドル建て社債の金利は低下しました。
　豪州や米国の経済指標を受け、経済や金融政策の先行きに対する見方の変化から金利は上下する展開となりましたが、
当決算期間を通してみると豪州国債金利は低下しました。短期豪ドル建て社債のスプレッド（豪州国債との利回り格差）
は縮小しました。

第５期（2024年９月１日～2025年８月31日）
　豪州債券市場では、短期豪ドル建て社債の金利は低下しました。
　RBA（豪州準備銀行）の利下げなどを受けて短期年限の豪州国債金利が低下したことに加え、短期豪ドル建て社債の
スプレッド（豪州国債との利回り格差）が縮小しました。



■ポートフォリオについて

第１期（2020年９月24日～2021年８月31日）
・豪ドル建ての固定利付債券および変動利付債券等に投資しました。
・ポートフォリオの修正デュレーションは1年以内でコントロールしました。

第２期（2021年９月１日～2022年８月31日）
・豪ドル建ての固定利付債券および変動利付債券等に投資しました。
・ポートフォリオの修正デュレーションは1年以内でコントロールしました。

第３期（2022年９月１日～2023年８月31日）
・豪ドル建ての固定利付債券および変動利付債券等に投資しました。
・ポートフォリオの修正デュレーションは１年以内でコントロールしました。

第４期（2023年９月１日～2024年８月31日）
・豪ドル建ての固定利付債券および変動利付債券等に投資しました。
・ポートフォリオの修正デュレーションは１年以内でコントロールしました。

第５期（2024年９月１日～2025年８月31日）
・豪ドル建ての固定利付債券および変動利付債券等に投資しました。
・ポートフォリオの修正デュレーションは１年以内でコントロールしました。
・ファンドの償還を控え、ファンド償還日の１か月程度前からキャッシュのみを組み入れました。

■投資の対象とする有価証券の主な銘柄

　償還日（2025年８月29日）現在、有価証券等の組入れはありません。
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■費用の明細

項　　　目 項目の概要

管理報酬等

報酬代行会社報酬

管理会社報酬

年率0.12%（注1）

年率0.30%（上限）（注2）

年率0.01%

年率0.01%

年率0.03%

年率0.07%（上限）（注3）

年率0.30%（上限）（注4）

年率3.19%

年間5,000米ドル
年間10,000米ドル

管理会社報酬等の支払い代行業務
ファンドの資産の運用・管理、受益証券の発行・買戻し業務

受託会社報酬 ファンドの受託業務

ファンドの管理会社代行サービス業務管理会社代行
サービス会社報酬内

　
　
　
　
訳

投資運用会社報酬 ファンドに関する資産運用業務

ファンドの登録・名義書換代行業務、管理事務代行業務

代行協会員報酬

管理事務代行報酬

保管会社報酬

販売報酬

受益証券の基準価額の公表業務、目論見書、決算報告書等の日本に
おける販売会社への交付業務等

ファンドの資産の保管業務

受益証券の販売・買戻し業務、運用報告書等各種書類の送付、口座
内でのファンド管理

その他の費用・手数料（注5）

ファンドの資産から支払われる管理報酬等およびその他の費用・手数料およびその他の費用・手数料
の総報酬は、原則として純資産総額の年率0.90％以内です。
（注）今後この数値は見直される場合があります。

設立費用、監査報酬、目論見書の印刷費用、信託財産の処理に
関する費用、設定後の法務関連費用、信託財産にかかる租税等

（注１）管理会社報酬は年間5,000米ドル、受託会社報酬は年間10,000米ドルであり、年率0.12%の報酬代行会社報酬から支弁されます。
（注２）投資運用会社報酬は、月次毎に（投資運用会社から管理事務代行会社に通知のうえ）純資産総額の年率0.30％が上限となるように調整することができ、２年物オース

トラリア国債利回りに連動します。
（注３）管理事務代行報酬は、ファンドの純資産価格の①５億米ドル以下に対して年率0.07％、②５億米ドル超10億米ドル以下に対して年率0.06%、③10億米ドル超に対して

年率0.05%となります。また、管理事務代行報酬は最低月換算3,750米ドルの最低固定報酬がかかります。
（注４）販売報酬は、受益証券販売・買戻契約に従って、月次毎に（投資運用会社から管理事務代行会社に通知のうえ）受益証券に帰属する純資産総額の年率0.30％が上限と

なるように調整することができ、２年物オーストラリア国債利回りに連動します。
（注５）「その他の費用・手数料（当期）」には運用状況等により変動するものや実費となる費用が含まれます。便宜上、当期のその他の費用の金額をファンドの償還日現在

の純資産総額で除して100を乗じた比率を表示していますが、実際の比率とは異なります。
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1. 純資産の推移
　下記各会計年度末および第５会計年度中における各月末の純資産の推移は、以下のとおりです。

純資産総額 1 口当たり純資産価格
豪ドル 円 豪ドル 円

第 1会計年度末
（2021年８月末日） 10,650,354.28 1,116,370,136 1.0043 105

第 2 会計年度末
（2022年８月末日） 8,855,369.76 928,219,858 0.9883 104

第 3 会計年度末

第 4会計年度末
（2023年８月末日） 9,029,108.84 946,431,189 1.0195 107

2024年 9 月末日
10月末日
11月末日
12月末日

2025年１月末日
2月末日
3月末日
4月末日
5月末日
6月末日
7月末日
8月29日

8,401,789.63
8,406,878.54
8,434,535.05
8,461,360.18
8,511,530.84
8,536,921.95
8,510,802.70
8,419,439.40
8,426,162.86
8,136,526.37
8,123,435.73
7,635,432.94

880,675,589
881,209,009
884,107,964
886,919,774
892,178,663
894,840,159
892,102,339
882,525,638
883,230,391
852,870,694
851,498,533
800,346,081

1.0668
1.0689
1.0731
1.0772
1.0809
1.0842
1.0869
1.0907
1.0941
1.0966
1.0984
1.0983

112
112
112
113
113
114
114
114
115
115
115
115

（注１）純資産総額および１口当たり純資産価格の数値は、評価日付で公表された純資産総額および１口当たり純資産価格を記載しており、財務書類
の数値と異なる場合があります。以下同じです。

（注２）豪ドルの円換算は、便宜上、2025年12月30日現在における株式会社三菱UFJ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１豪ドル＝104.82円）により
ます。以下同じです。

（注３）本書の中で金額および比率を表示する場合、四捨五入してあります。したがって、合計の数字が一致しない場合があります。また、円貨への
換算は、本書の中でそれに対応する数字につき所定の換算率で単純計算のうえ、必要な場合四捨五入してあります。したがって、本書中の同
一情報につき異なった円貨表示がなされている場合もあります。

（注４）ファンドは、2020年９月24日から運用を開始しており、第１会計年度は当該運用開始日から2021年８月31日までの期間をいいます。

2. 分配の推移
　該当事項はありません。
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（2024年８月末日） 8,387,162.52 879,142,375 1.0634 111

第 5 会計年度末
（2025年８月末日） 7,635,432.94 800,346,081 1.0983 115



3. 販売及び買戻しの実績
　下記会計年度における販売および買戻しの実績ならびに下記会計年度末現在の発行済口数は、以下のとおりです。

販売口数 買戻口数 発行済口数

第 1会計年度
（2020年９月24日～
   2021年８月末日）

13,241,074.00
（11,341,074.00）

2,636,036.00
（2,636,036.00）

10,605,038.00
（8,705,038.00）

第 2会計年度
（2021年９月１日～
   2022年８月末日）

1,383,002.00
（1,383,002.00）

2,995,624.00
（2,995,624.00）

8,992,416.00
（7,092,416.00）

第 3会計年度
（2022年９月１日～
   2023年８月末日）

783,000.00
（783,000.00）

919,024.00
（919,024.00）

8,856,392.00
（6,956,392.00）

（注１）（　）の数字は本邦内における販売、買戻しおよび発行済口数です。
（注２）第５期の発行済口数は、受益証券の償還日（2025年８月29日）の数値を記載しており、財務書類の数値とは異なっています。

第 4会計年度
（2023年９月１日～
   2024年８月末日）

170,910.00
（170,910.00）

1,140,227.00
（1,140,227.00）

7,887,075.00
（5,987,075.00）

第 5会計年度
（2024年９月１日～
   2025年８月末日）

36,500.00
（36,500.00）

971,504.00
（971,504.00）

6,952,071.00
（5,052,071.00）
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 Ⅲ ファンドの経理状況

ａ．ファンドの直近会計年度の日本文の財務書類は、国際財務報告基準に準拠して作成された原文の財務書類を翻訳したも
のです（ただし、円換算部分を除きます。）。これは「特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令」に基づき、
「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」第328条第５項ただし書の規定の適用によるものです（ただし、
円換算部分を除きます。）。

ｂ．ファンドの原文の財務書類は、外国監査法人等（公認会計士法（昭和23年法律第103号）第１条の３第７項に規定する外
国監査法人等をいいます。）であるケーピーエムジーエルエルピーから監査証明に相当すると認められる証明を受けて
おり、当該監査証明に相当すると認められる証明に係る監査報告書に相当するもの（訳文を含みます。）が当該財務書
類に添付されています。

ｃ．ファンドの原文の財務書類は米ドルで表示されています。日本文の財務書類には、主要な金額について円換算額が併記
されています。日本円への換算には、2025年12月30日現在の株式会社三菱UFJ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１豪ド
ル＝104.82円）が使用されています。なお、千円未満の金額は四捨五入されています。
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Independent Auditors' Report to the Trustee 

 

Opinion 

We have audited the financial statements of AUD Short Term Bond Fund (the “Series Trust”), a series 
trust of UBS Universal Trust (Cayman) III (the “Trust”) which comprise the statement of financial 
position as at August 31, 2025, the statements of comprehensive income, changes in equity and cash 
flows for the year then ended, and notes, comprising material accounting policies and other 
explanatory information. 

In our opinion, the accompanying financial statements present fairly, in all material respects, the 
financial position of the Series Trust as at August 31, 2025 and its financial performance and its cash 
flows for the year then ended in accordance with IFRS Accounting Standards as issued by the 
International Accounting Standards Board (“IFRS Accounting Standards”). 

Basis for Opinion 

We conducted our audit in accordance with International Standards on Auditing (“ISAs”). Our 
responsibilities under those standards are further described in the “Auditors’ Responsibilities for the 
Audit of the Financial Statements” section of our report. We are independent of the Series Trust in 
accordance with International Ethics Standards Board for Accountants International Code of Ethics for 
Professional Accountants (including International Independence Standards) (“IESBA Code”) together 
with the ethical requirements that are relevant to our audit of the financial statements in the Cayman 
Islands, and we have fulfilled our other ethical responsibilities in accordance with these requirements 
and the IESBA Code. We believe that the audit evidence we have obtained is sufficient and appropriate 
to provide a basis for our opinion. 

Emphasis of Matter 

We draw attention to Note 2 in the financial statements, which describes that the going concern basis 
of preparing the financial statements has not been used because, on August 4, 2025, the Trustee of 
the Series Trust approved the termination of the Series Trust. Our opinion is not modified in respect of 
this matter. 

Responsibilities of Management and Those Charged with Governance for the Financial 
Statements 

Management is responsible for the preparation and fair presentation of the financial statements in 
accordance with IFRS Accounting Standards, and for such internal control as management determines 
is necessary to enable the preparation of financial statements that are free from material misstatement, 
whether due to fraud or error. 

In preparing the financial statements, management is responsible for assessing the Series Trust's 
ability to continue as a going concern, disclosing, as applicable, matters related to going concern and 
using the going concern basis of accounting unless management either intends to liquidate the Series 
Trust or to cease operations, or has no realistic alternative but to do so. 

Those charged with governance are responsible for overseeing the Series Trust's financial reporting 
process. 



 

 

   

 

 

Auditors’ Responsibilities for the Audit of the Financial Statements 

Our objectives are to obtain reasonable assurance about whether the financial statements as a whole 
are free from material misstatement, whether due to fraud or error, and to issue an auditors’ report that 
includes our opinion. Reasonable assurance is a high level of assurance, but is not a guarantee that 
an audit conducted in accordance with ISAs will always detect a material misstatement when it exists. 
Misstatements can arise from fraud or error and are considered material if, individually or in the 
aggregate, they could reasonably be expected to influence the economic decisions of users taken on 
the basis of these financial statements. 

As part of an audit in accordance with ISAs, we exercise professional judgment and maintain 
professional skepticism throughout the audit. We also: 
- Identify and assess the risks of material misstatement of the financial statements, whether due to 

fraud or error, design and perform audit procedures responsive to those risks, and obtain audit 
evidence that is sufficient and appropriate to provide a basis for our opinion. The risk of not 
detecting a material misstatement resulting from fraud is higher than for one resulting from error, 
as fraud may involve collusion, forgery, intentional omissions, misrepresentations, or the override 
of internal control. 

- Obtain an understanding of internal control relevant to the audit in order to design audit procedures 
that are appropriate in the circumstances, but not for the purpose of expressing an opinion on the 
effectiveness of the Series Trust's internal control. 

- Evaluate the appropriateness of accounting policies used and the reasonableness of accounting 
estimates and related disclosures made by management. 

- Conclude on the appropriateness of management’s use of the going concern basis of accounting 
and, based on the audit evidence obtained, whether a material uncertainty exists related to events 
or conditions that may cast significant doubt on the Series Trust's ability to continue as a going 
concern. If we conclude that a material uncertainty exists, we are required to draw attention in our 
auditors’ report to the related disclosures in the financial statements or, if such disclosures are 
inadequate, to modify our opinion. Our conclusions are based on the audit evidence obtained up 
to the date of our auditors’ report. However, future events or conditions may cause the Series 
Trust to cease to continue as a going concern. 

- Evaluate the overall presentation, structure and content of the financial statements, including the 
disclosures, and whether the financial statements represent the underlying transactions and 
events in a manner that achieves fair presentation. 

We communicate with those charged with governance regarding, among other matters, the planned 
scope and timing of the audit and significant audit findings, including any significant deficiencies in 
internal control that we identify during our audit. 

 
November 19, 2025 

11



12

 
 

2025 8 31  
 

 

 
 

 



13

�
�

���� � �� �
�

�

�
�



  

14

�
�

���� � �� �
�

�
�



15

�
�

���� � �� �
�

�

�
�

�



16

�
�

���� � �� �
�

�

�



17

�
�

���� � �� �
�

�

�



18

�
�

���� � �� �
�

�

�



19

�
�

���� � �� �
�

�

�

��

��



20

�
�

���� � �� �
�

�

�

��



21

�
�

���� � �� �
�

�

�

�

�

�

�
�



22

�
�

���� � �� �
�

�

�

��

��

��

��



23

�
�

���� � �� �
�

�

�



24

�
�

���� � �� �
�

�

�



25

�
�

���� � �� �
�

�

�



26

�
�

���� � �� �
�

�

�



27

�
�

���� � �� �
�

�

�



28

�
�

���� � �� �
�

�

�



29

�
�

���� � �� �
�

�

�



30

�
�

���� � �� �
�

�

�



31

�
�

���� � �� �
�

�

�

��

��



32

�
�

���� � �� �
�

�

�



33

�
�

���� � �� �
�

�

�

��

��

��



34

�
�

���� � �� �
�

�

�



35

�
�

���� � �� �
�

�

�



36

�
�

���� � �� �
�

�

�

�



37

�
�

���� � �� �
�

�

�



38



Ⅳ 投資信託財産運用総括表

信託期間

投資信託契約
締結日 2020年９月24日 投資信託契約終了時の状況（＊）

投資信託契約
終了日 2025年８月31日 7,755,275.22

119,842.28

7,635,432.94

資産総額
（豪ドル）

区分 投資信託契約
締結当初

投資信託契約
終了時（＊）

差引増減又は
追加信託

負債総額
（豪ドル）

純資産総額
（豪ドル）

受益権口数 1,900,000.00 6,952,071.00 5,052,071.00

1,900,000.00 6,952,071.00 5,052,071.00

6,952,071.00

1.0983

受益権口数

元本額
（豪ドル）

一単位当たり償還金
（豪ドル）

毎計算期末の状況

計算期 元本額
（豪ドル）

純資産総額
（豪ドル）

基準価格
（豪ドル）

一単位当たり分配金

金額（豪ドル） 分配率（％）

第１期 －

－

－

－

－

－

－

－

－

－

第２期

第３期

第４期

第５期

10,605,038.00

8,992,416.00

8,856,392.00

7,887,075.00

6,952,071.00

10,650,354.28

8,855,369.76

9,029,108.84

8,387,162.52

7,635,432.94

1.0043

0.9883

1.0195

1.0634

1.0983

（＊）償還日である2025年８月29日時点の数値を記載しています。

39



Ⅴ お知らせ

　ファンドは、2025年８月29日に償還しました。ファンドの信託期間は、2025年８月31日までです。
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